
論文 都市内高速道路の LCA に関する一考察 

 

佐納壮一*1・大内一*2・鬼頭宏明*3・角掛久雄*4 

 

要旨：都市内高速道路を対象に資材製造～施工～供用～解体～廃棄・リサイクル段階までのライフサイクル

にわたる環境影響評価を行う。具体には、地球環境と地域環境影響を同一指標で考えることのできる

「LIME」を用い、経済評価を行うものである。着目点は、各段階が及ぼす影響量の比較分析と供用段階を

除く建設産業が深く関わる段階での環境側面、環境影響物質の及ぼす影響の比較分析である。その結果が以

下である。(1)50 年供用時、供用段階の環境負荷は全体の 80％を占める (2)資材製造段階ではセメントと筋

の環境負荷が 80％以上である (3)大気汚染は地球温暖化の約 5 倍の環境負荷影響がある 
キーワード：LCA，LIME，インベントリ分析，統合化 

 

1. はじめに 

今日，社会基盤施設の計画・設計・施工・維持管理全

般に渡って，地球・地域環境問題解決の観点から環境負

荷を総合的に考慮することが必要になっている。LCA の

分野では道路施設を対象にするとき、供用段階での環境

負荷、構造形式や補修方法の違いによる環境負荷比較な

どの研究が行われてきている 1)。しかし，構造物のライ

フサイクル全体を通した環境影響の研究は数少ない。そ

こで，本研究では都市内高速道路を対象に，資材製造～

解体・リサイクルに至るライフサイクル全体を通した環

境影響を経済価値評価し，段階（資材製造，施工，供用，

解体，廃棄・リサイクル），環境側面，環境影響物質（CO2

など）の観点から分析を行う。 

 

2. 評価方法 

環境影響を定量的に評価するために，日本の国家プロ

ジェクトとして開発されたライフサイクル環境影響評

価手法であるＬＩＭＥ（Lifecycle Impact Assessment 

Method based on Endpoint Modeling）2)を用いる。各物質

の環境影響経済評価のためには統合化が必要である 3)。

統合化を行うにはライフサイクルを設定し，インベント

リ分析を行う。インベントリ分析とはあらかじめ設定し

た調査範囲内で投入される資源・エネルギーや排出され

る物質を調査・集計することを言う。この集計結果に式

(1)のように統合化係数を掛け合わせることによって環

境負荷を貨幣換算で定量化した値 BE を示すことができ

る。 

∑= AiBiBE           (1) 

ここで，Ai：インベントリ（環境影響物質または要因）

ごとの総量（単位：kg）Bi：統合化係数（単位：円/kg） 

また、統合化とは，インベントリデータについてあら

かじめ設定した保護対象の被害量をコンジョイント分

析により各被害項目に対する支払い意思額（経済価値

（円））を算出し設定した重み付け係数を用いて貨幣換

算で定量化することである。 

なお、表－1 にこれらの影響領域に対するインベント

リ（投入・排出物質）と統合化係数の代表値を示す。イ

ンベントリ総量を算定するにはライフサイクル全体を

通しての影響量を求める必要がある。これらは各段階で

インベントリデータに影響を及ぼす項目ごとに原単位

を考えることで可能になる。表－2 に代表的な構成材料

に関して原単位を示す。これについては構成材料製造時

に発生する環境負荷物質の総量を単位当たりに換算し

たものである。その他の段階の原単位については文献 2）

に記載されている値を用いている。原単位と統合化係数

を用いることにより環境負荷の定量評価が可能になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－1 インベントリと統合化係数 3) 

*1 大阪市立大学大学院前期博士課程 都市系専攻（学生会員） 

*2 正会員 大阪市立大学大学院工学研究科教授 都市系専攻 工博（正会員） 

*3 正会員 大阪市立大学大学院工学研究科准教授 都市系専攻 工博（正会員） 

*4 正会員 大阪市立大学大学院工学研究科助教 都市系専攻 工修（正会員） 
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3．評価対象 

3.1 対象構造物 

本研究では片側 2 車線、上下 4 車線からなる都市内高

速道路の実橋を対象とした。対象構造物の構造形式と諸

量を以下に示す。また，上部工側面図を図－1 に，上部

工断面図を図－2 に，下部工および基礎を図－3 にそれ

ぞれ示す。 

(1)上部工：PC・I 桁 (2)下部工：RC・T 型橋脚 

(3)基礎：杭基礎(φ1.0ｍ×L22.5m 場所打ち杭－9 本） 

(4)全幅員：17.6m (5)橋長：24.0m 

3.2 評価範囲 

(1)環境側面と影響物質 

 本事例で考慮する環境側面と環境影響物質を図－4 に

示す。すなわち，環境側面については，資源・エネルギ

ー（石油，石炭），廃棄物（鉄筋，残土），地球温暖化（CO2），

大気汚染（SOX，NOX，SPM）の４つの側面を考慮する。 

(2)ライフサイクルと段階 

 図－5 に本事例におけるライフサイクルを示す。資材

製造，施工，供用，解体，廃棄・リサイクルまでライフ

サイクル全般におよぶ環境負荷を対象とする。資材製造

段階における資材とは，鉄筋・鋼材，コンクリート構成

材料であるセメントおよび骨材，そして型枠が対象とな

る。施工段階では，コンクリート製造・打設と基礎・下

部工・上部工施工に関わる施工機械の稼動，そしてこれ

らに関わる輸送運搬が主な対象となる。以下には，１つ

の基礎・下部工と上部工１スパン分を１単位とし，評価

法の具体を示す。 

建設後の供用段階では，自動車交通利用によるものを

考慮する。解体では躯体の解体・破砕に関わる重機稼動

と輸送を，廃棄・リサイクルでは骨材および鉄筋・鋼材

の再生利用を考慮する。 

3.3 資材製造段階 

 上下部工および基礎で使用する資材量を表－3 に示す。

資材製造段階で発生する環境負荷は，各資材量に２章で

述べた原単位と統合化係数を掛けることにより経済価

値評価することができる。なお，コンクリートは表－4

に示す配合であり，セメント，細骨材（天然），粗骨材

（天然）に分けて評価する。 

評価は式(2)により算定する。なお，型枠の原単位につ

いては表－5に示す値を用いる 3)。 

Qi＝∑[各物質の投入量×各物質の原単位(kg/t)]  (2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 環境側面と環境影響物質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 下部工と基礎工 

図－2 上部工断面図 

表－2 構成材料の原単位 3) 

図－5 ライフサイクルと段階 
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3.4 施工段階 

図－6 に施工の工程を示す。大きくは①～⑤の基礎，

下部工と⑥～⑨の上部工からなる。図－7 には施工機械

の一覧を使用する工程番号と併せてしめす。表－6 には

輸送機械と施工機械に分けて，工程ごとの稼動日・台数

と合計を示す。ここに，時間単位で評価する必要がある

施工機械については，稼働率を考慮した。また，コンク

リート施工については，機械（アジテータートラック，

コンクリートポンプ車，コンクリートミキサー）の稼動

時間ではなく，コンクリートボリュームで評価した。 

そこで，着目する環境負荷物質 i について，各機械の

負荷量総和をとることにより以下のように算定できる。 

(1) 輸送時負荷量 

ダンプトラック，トレーラ，トラックを対象に， 

Qi＝∑[輸送機械の輸送距離×(輸送物質の重量＋自

重)]×着目する環境負荷物質 iに対する輸送機械別

の排出係数(g/t・km) 3) ,4)           (3) 

アジテータートラックを対象に， 

Qi＝∑[輸送機械の輸送距離×(輸送物質の容量)] 

×着目する環境負荷物質 i に対する輸送機械別の

排出係数(g/m3・km) 3)                (4) 

輸送距離は，土砂運搬のためのダンプトラックは施工

現場から埋立地までの距離 5km を仮定する。主として施

工機械運搬のためのトレーラー・トラックは施工現場か

ら施工機械リース会社までの距離 15km を仮定した。ア

ジテータートラックについては，生コン工場までの距離

3km，鉄筋の輸送は鉄筋加工会社まで距離約 2.8ｋｍを仮

定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 使用する資材量(1 スパン分) 

鉄筋(t) PC鋼材(t) ｺﾝｸﾘｰﾄ(m
3
) 型枠(m

2
)

上部工 27.3 16.1 217.8 154.0
下部工 31.0 273.9 243.2
基礎 17.8 162.5

図－7 施工機械一覧 

 コンクリートポンプ車 ②～⑥⑨ 
アジテータートラック 
締固めバイブレーター ②～⑥⑨ 
コンクリートミキサ  ②～⑥⑨ 
生コンプラント 
バックホウ       ①②④ 
クローラークレーン    ①② 
トラッククレーン  ①③～⑦⑨ 
ブルドーザー       ①④ 
ベノトマシン        ① 
溶接機         ①②④ 
バイブロハンマー      ② 
タイヤローラー      ①④ 
グラウトポンプ 
アスファルトフィニッシャー ⑨ 
タンパ・ランマ     ①②④ 

 

図－6 施工の工程 

 
①基礎杭工

②土留め工

③フーチングコンクリート工 

④柱コンクリート工 

⑤受梁コンクリート工

(1)下部工 

 ⑥桁製作工 

⑦横引き用ＰＣケーブル 
挿入・緊張・定着 

⑧グラウトモルタル注入 

⑨地覆・高覧部施工

(2)上部工

表－6 施工機械と稼働一覧 
上部工

使用機械 桁製作工
沓座設置
PC桁架設

吊足場設置
横桁・間詰
め部施工

横引きPC
ケーブル工

均しコン
クリート工

路面アス
ファルト工

ケレン・吊
足場解体

計
稼働率
（ｈ/day)

アジテータートラック
トラック 56 5 5 5 3 74
コンクリートポンプ車 8 1 1 10
アジテータートラック 8
バイブレーター 8 1 1 10
コンクリートミキサー ※1　218
トラッククレーン（100ｔ） 8 8 16 6
トラッククレーン（15ｔ） 70 5 5 5 3 88 6
タイヤローラー 1 1 5.7
グラウトポンプ 16 5 21
アスファルトフィニッシャー 1 1 6.1

※1　1スパンあたりの施工量(m
3
)

施
工
機
械

単位：稼動日・台数

輸
送

基礎・下部工

使用機械 基礎杭工 土留め工 掘削工 敷き均し工
フーチングコ
ンクリート工

埋め戻し工
橋脚コンク
リート工

土留め工
撤去

受け梁コン
クリート工

計
稼働率
（ｈ/day)

アジテータートラック ※1　436
ダンプトラック 27 9 6 42
トレーラ 4 4 4 12
トラック（2～4ｔ） 4 6 6 22 38
トラック（10ｔ） 13 7 2 2 9 33
コンクリートポンプ車 1 1 2 1 5
アジテータートラック 5
バイブレーター 1 2 1 4
コンクリートミキサー ※1　436
バックホウ 29 13 2 6 1 51 5.6
クローラークレーン 31 9 4 4 9 57 6
トラッククレーン（15ｔ） 3 6 6 18 33 6
ブルドーザー 29 6 1 36 6.3
ベノトマシン 27 27 6.3
溶接機 3 9 4 4 9 29 7
バイブロハンマー 9 9 18 7.5
タイヤローラー 1 1 2 5.7
タンパ・ランマ 1 2 6 9 7

施
工
機
械

輸
送
機
械

※1　下部工１橋あたりの施工量(m3)

表－4 コンクリートの配合 
設計基準強度 W/C 空気量

N/mm2 (%) (%) 水 普通セメント 細骨材 粗骨材 混和剤

下部工 24 61 5 161 264 812 1034 0.68
上部工 35 47 5 165 351 714 1028 0.88

単位量(kg/m
3
)

単位(*)
ＣＯ２排出量

（ｋｇ-ＣＯ２/*)
SOx排出量
（ｋｇ-SOx/*)

NOx排出量
（ｋｇ-NOx/*)

SPM排出量
（ｋｇ-SPM/*)

型枠 ｔ 755.3 1.34E-01 1.24E-01 1.01E-02

表－5 型枠の原単位 
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(2)施工時負荷量 

アジテータートラック，コンクリートポンプ車，コン

クリートミキサーを対象に， 

Qi＝∑[機械の施工量(m3/日)×着目する環境負荷物質 i

の原単位(g/m3)] 3)              (5) 

上記の以外の施工機械を対象に， 

Qi＝∑[機械の日稼働時間(hr/日)×稼動日・台数の合計

×燃料消費量(ℓ/hr)×着目する環境負荷物質 i の原

単位(g/ℓ) 3) 4)            (6) 

3.5 供用段階 

 道路交通センサス（H17 版）5)によって得られる平日

および休日の車種別交通量データを表－7に示す。 

(1)エネルギー消費 

1日当りのエネルギー消費量Eは式(7)で与えられる 6)。 

        E=EG＋ED      (7) 

ここに，EG=∑[PGi×RG×Si×KG]  

=∑[PGi×RG×Si×(1－KD)]（kcal/日） 

 ED=∑[PDi×RD×Si×KD]（kcal/日） 

なお，G はガソリン，D はディーゼルを表す添え字，

∑は全車種に対する総和を表す。 

PGi, PDi：車種 i に対するそれぞれガソリン車およびデ

ィーゼル車の単位 km 当りの燃料消費量であり，表－8

の燃料効率の逆数として与えられる（ℓ/km）。 

 RG：ガソリン単位量当りの熱量（8.27×103kcal/ℓ） 

 RD：ディーゼル単位量当りの熱量（9.13×103kcal/ℓ） 

 Si：車種 i の交通量（台/日） 

 KD：表－10 備考に示すディーゼル化率 

(2)CO2排出量 

 CO2排出量 QCO2 は表－9 に示す排出係数を用い，以下

の式により算定する 6)。 

QCO2＝EG×UG
CO2＋ED×UD

CO2      (8) 

ここに，UX：X の排出係数 

 (3)SOX排出量 

 SOX排出量 QSOXは表－9 に示す排出係数を用い，以下

の式により算定する 6)。 

QSOX＝EG×UG
SOX＋ED×UD

SOX
6)

      (9) 

 (4)NOX排出量 

 NOX排出量 QNOXは表－10 に示す排出係数を用い，以

下の式により算定する 6)。一般に，これらは速度別に与

えられるが，混雑時のものを用いた。 

QNOX＝∑Si×KG×UG
NOX＋∑Si×KD×UD

NOX  

 ＝∑Si×(1－KD)×UG
NOX＋∑Si×KD×UD

NOX
6)     (10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)SPM 排出量 

 SPM 排出量は自動車からの排出とタイヤ磨耗による

排出を考慮する。表－10に示す排出係数を用い，以下の

式により算定する 6)。 

QSPM＝Q1
SPM＋Q2

SPM       (11) 

自動車からの排出： 

Q1
SPM＝∑Si×(1－KD)×UG

 SPM＋∑Si×KD×UD
 SPM 

タイヤ磨耗による排出： 

Q2
SPM＝∑Si×UT

 SPM 

UT
 SPM：タイヤ磨耗による排出係数 

3.6 解体 

解体機械には溶接機，バックホウ，大型ブレーカーを

使用する。解体物の輸送にはダンプトラックを仮定し，

躯体ボリュームから算出した。ここに，主な解体物はコ

ンクリート塊および鉄筋・鋼材であり，次項で示すよう

にこれらはリサイクル利用する。なお，リサイクル工場

までの輸送距離として 9km を仮定する。 

3.7 廃棄・リサイクル 

 骨材については解体後Ⅰ種再生骨材として，鉄筋・鉄

骨については電炉材として再利用する。 

 

 

 

 

 

表－10 車種別・燃料別排出係数（UNOX, USPM）
6) 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車 ｶﾞｿﾘﾝ車 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車 ｶﾞｿﾘﾝ車 タイヤ磨耗
乗用車 0.25 0.14 0.016 0.010 0.02 0.037
バス 4.55 4.49 0.494 0.085 0.10 0.950
小型貨物車 1.39 1.09 0.071 0.063 0.02
普通貨物車 3.01 2.72 0.443 0.077 0.20
大型車 3.30 0.64 0.307 0.077 0.20 0.717

NOx (g/km)

0.610

備考（ﾃﾞｨｰ
ｾﾞﾙ化率）

SPM (g/km)
車種類

表－11 環境負荷排出量 
石油換算 CO2 SOX NOX SPM

ｋｇ/km ｋｇ/km ｋｇ/km ｋｇ/km ｋｇ/km
2.02E+04 5.69E+04 3.26E+01 3.96E+02 2.79E+01
4.51E+04 1.23E+05 9.97E+00 3.23E+02 1.21E+01

環境負荷物質
単位

切削オーバーレイ　プラント再生工法
　路上表層再生工法

表－12 環境負荷排出量（統合化） 

石油換算 CO2 SOX NOX SPM 合計 建設コスト

円/km 円/km 円/km 円/km 円/km 円/km 千円/100m2

7.16E+04 9.21E+04 3.29E+04 6.90E+04 2.39E+05 5.04E+05 1.85E+02
1.60E+05 2.00E+05 1.01E+04 4.71E+04 4.94E+04 4.66E+05 1.02E+02

切削オーバーレイ　プラント再生工法
　路上表層再生工法

単位

環境負荷物質

表－7 車種別交通量（台/日）5) 

乗用車 34654 34824
バス 213 190
小型貨物車 12805 4427
普通貨物車 5735 1381
大型車 5948 1571
旅行速度
※ 国土交通省近畿道路整備局　大阪国道事務所HP

平日 休日

53,407

56.1km/h

40,822

58.1km/h

表－8 車種別・燃料効率（燃費）1/P 6) 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車 ｶﾞｿﾘﾝ車

乗用車 9.1 8.3
バス 4.6 3.5
小型貨物車 11.7 9.0
普通貨物車 6.8 5.2
大型車 8.3 6.4

車種類
燃料効率(km/ℓ)

表－9 車種別・燃料別排出係数 6)（UCO2, USOX）
CO2 SOx

(t/107kcal) (kg/107kcal)
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 0.790 2.23
ｶﾞｿﾘﾝ 0.761 0.71

燃料種類
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3.8 維持補修

舗装工事については舗装モデルを作成する。モデル作

成には文献 1)を参考にしている。道路舗装面の性状につ

いては国交省が開発した MCI（Maintenance Control 

Index：維持管理指数，範囲は１～10）を目安として，舗

装面の劣化をMCIが3.0～5.0にとどめる状況で設定する。

MCI は路面の損傷要因（ひび割れ，わだち割れ，縦方向

凹凸）について，維持修繕の必要性という観点から総合

的に評価する指標として用いられている。表－11に排出

量，表－12 に統合化により経済評価した結果を示す。モ

デルの内容は 10 年に 1 回切削オーバーレイと路上表層

再生工法を交互に行うとする 1)。上部工（全幅：17.6m）

の 1km あたりの環境負荷を対象としている。 

 

4. 評価結果 

 以下に，統合化により経済価値評価した結果を示す。

前項まで説明した１つの基礎・下部工と上部工１スパン

分を１単位とした結果に基づき，高速道路単位路線長

(km)当りに換算した値として示す。環境負荷において，

社会的割引率は考慮していない。 

(1) 環境負荷の経年変化 

 環境負荷量（環境影響費用）は年単位で計算するため

年時間に対し線形変化し，その結果を図－8に示す。 

図中には，初期建設費と維持管理費(10 年周期で道路

舗装改修）を参考に示している。初期建設費には土地購

入費用も含まれる。維持管理費は文献 7)を参考に 10 年

サイクルの道路舗装改修費を設定した。また，図中には

国交省による費用便益分析で用いられている便益(走行

時間短縮便益と走行経費減少便益の和）の変化を参考に

示す。この際ポイントとなる走行時間短縮は，道路交通

センサス 5)を参考に表－7 に示した旅行速度と近接する

一般道路での旅行速度（混雑時）を平日 17.5（km/h），

休日 21.2（km/h）とし，その差により算定した。なお，

利用台数は当初より一定とした。 

 図より環境負荷量（環境影響費用）は実費用（建設費

＋維持管理費）に対して，50 年供用段階で 1/5 程度，100

年供用段階で 1/3 程度に達する。ここに，参考に示す便

益については，交通量および走行時間短縮効果が大きい

こともあり，供用開始後 2 年程度で実費用は勿論，実費

用と環境影響費用を併せた額をも上回る。 

(2) 段階別環境負荷 

一例として図－9に供用開始後 50年までの環境影響費

用を段階別で比較した結果を示す。なお，それぞれ年間

の負荷量は一定としていることから，その相対関係も時

間にかかわらず一定である。図より供用段階が圧倒的で

あり，全体の 80％以上を占めることが分る。また，環境

側面の観点から観ると，大気汚染の影響が大きいことが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 環境負荷(50 年供用時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分る。自動車の燃料燃焼にともなう NOX や SOX など排

出物質の影響が大きく，これらに対する対策の重要性が

再認識できる。 

 図－9 のうち供用段階と維持管理段階を除いたものを

図－10に示す。廃棄・リサイクルでの環境負荷が負側に

表示されているが，リサイクルを負の環境負荷と捉えて

いることによる。従って正側の値から負側の値を差し引

いたものが全体負荷量となる。図－10より分るように資

材製造，施工，解体段階が大きく，環境側面としては大

気汚染の影響が大きい。 

自動車排出物質への対策はその方面の産業界に委ね

るとして，以下の(3)，(4)では建設産業が深く関わる資材

製造，施工，解体，廃棄・リサイクルに着目して分析を

行う。 

(3) 各段階における環境影響項目 

資材製造，施工，解体段階における影響項目の割合比

較を図－11に示す。 

ここに，資材製造段階では構成資材であるセメント，

骨材，鉄筋・鉄骨，型枠に分類する。施工段階は多種多

億円/km 
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図－8 環境負荷量の経年変化結果 
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図－10 建設に関わる環境負荷（50 年供用時） 

億円/km 

-1797-



様の施工機械が使用されるが，これらに関する輸送と現

場での施工および残土処分という３つの項目に分類す

る。また，解体段階は，同様に現場での解体施工と解体

物の輸送に分類する。 

資材製造段階では，天然資源からの製作加工の容易な

骨材や型枠に比較し，その製造工程が複雑なセメントお

よび鉄筋・鉄骨の占める割合が大きい。施工段階では，

現場での施工が資機材の輸送によるものをやや上回る。

解体については，資機材や解体廃棄物などの運搬・輸送

によるものが解体施工を大きく上回る。 

(4) インベントリ別環境負荷 

次に環境影響物質などインベントリ別に分析した結

果を図－12に示す。 

影響の大きいものは，SOX，SPM ，CO2，次に NOXで

ある。特に SOX は全体の 40％程度に達し，SPM は 22％，

CO2は 14％，そして NOX は 5％程度である。また，SOX

は施工，解体段階の影響が大きく，これは図－11で示し

たように輸送の占める割合が大きいことによる。 

 

5. おわりに 

本研究で得られた結論を以下に示す。 

(1) 供用時の環境負荷低減の重要性  

50 年供用の場合，全体の環境負荷の 80％以上が自動

車のエネルギー消費や排出物質など供用段階によるも

のである。低減へ向けて，車自体の排気物質低減性能の

向上と環境負荷の少ないエネルギーの使用が課題であ

る。 

(2) 建設に関わる支配的要因 

建設に関わる資材製造、施工、解体、廃棄・リサイク

ルのうち，資材製造段階の影響が大きく，その中でもセ

メントと鉄筋によるものが 80％以上を占める。 

(3) 環境側面別の比較  

 建設に関わる環境側面として，大気汚染は地球温暖化

の約 5 倍となった。大気汚染における主な原因は輸送に

よるものである。 

(4) 環境負荷物質別比較  

 大気排出物質の影響が 90％程度を占める。主な原因と

しては重機の稼動が挙げられる。 
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図－11 各段階における影響項目 
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